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第６章 環境保全のための措置 
 

本事業における環境保全のための措置は、表 6－1 (1)～(6)に示すとおりである。 

本事業では、工事中及び供用時の環境影響要因について、「地域環境管理計画」の地

域別環境保全水準を達成するとともに、環境への影響を実行可能な範囲で低減するため

に、環境保全のための措置を講ずる計画である。 

 
表 6－1 (1) 環境保全のための措置 

環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

地
球
環
境 

温
室
効
果
ガ
ス 

施設の供用  
（供用時）  

本事業では、温室効果ガスの排出量の削減を図るために、次のような措
置を講ずる。  
・計画建物については、断熱性能に優れた部材の採用や冷房効率に配慮し

た構造を検討し、エネルギー使用の低減に努める。  
・冷暖房施設及び給湯の設備機器等は極力最新の省エネルギー型の設備を

選定する。  
・公共施設、商業及び業務エリアについては、それぞれに設定温度等を定

めて、過度な冷房・暖房を控える。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・施設利用者に対して、ホームページ等でアイドリングストップ等のエコ

ドライブの遵守及び公共交通機関の利用を促す。  
・住宅（共用部分）、公共施設、商業及び業務エリアについては、LED 照

明など高効率照明機器を採用する。  
・建物の周囲を中心に積極的に緑化地を確保するとともに、屋上緑化、壁

面緑化等を導入するなど、緑化の推進を図る。  
・積極的に環境配慮に取り組むことで、川崎市建築物環境配慮制度

（CASBEE 川崎）の A ランク以上の取得を目指す。  
・太陽光等の再生可能エネルギーを一部導入することにより、温室効果ガ

ス排出量の削減に努める。  
・太陽光パネルを設置する場合は、周辺建物の日射遮蔽の影響を受けない

位置・高さに計画する。  
・調達電力の一部を再生可能エネルギー由来の電力とすることにより、温

室効果ガス排出量の削減に努める。 

大 

気 

大
気
質 

建設機械の稼

働・工事用車両

の走行  
（工事中）  

本事業の工事においては、大気質への影響の低減を図るために、施工会

社への指示により、次のような措置を講ずる。  
建設機械の稼働 

・可能な限り、最新の排出ガス対策型建設機械を使用する。  
・施工計画を十分に検討し、集中稼働を回避する。  
・工事中は建設機械に無理な負荷をかけないようにする。  
・建設機械の整備・点検を徹底する。  
・計画地内の車両通路は鉄板敷きとし、粉じんの発生が予想される作業を

行う場合や強風時には、適宜散水を行う。  
工事用車両の走行 

・工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行管

理を徹底する。  
・工事用車両は可能な限り、最新排出ガス規制適合車を使用するよう努め

る。  
・急発進、急加速を行わないなど、エコドライブを徹底する。  
・工事用車両の整備・点検を徹底する。  
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表 6－1 (2) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

大 

気 

大
気
質 

施設関連車両

の走行・駐車場

の利用・冷暖房

施設等の稼働  
（供用時）  

本事業の供用時においては、大気質への影響の低減を図るために、次のよ

うな措置を講ずる。  
施設関連車両の走行 

・施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないなど、エ

コドライブの実施を促す。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関の

利用を促す。  
駐車場の利用 

・換気設備が正常に稼働するよう、定期的な点検を行う。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・駐車場利用者に対し、掲示板等により、アイドリングストップ等のエコド

ライブへの協力を促す。  
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関の

利用を促す。  
冷暖房施設等の稼働 

・「環境への負荷の低減に関する指針」（川崎市）に示されている、燃料とし

て都市ガスを使用し、熱効率の高い機器（低 NOx 型）を選定する。  
・冷暖房施設等の整備・点検を徹底する。  

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

騒 

音 

建設機械の稼

働・工事用車両

の走行  
（工事中）  

本事業の工事においては、騒音への影響の低減を図るために、施工会社へ

の指示により、次のような措置を講ずる。  
建設機械の稼働 

・可能な限り、最新の低騒音型建設機械を使用する。  
・施工計画を十分に検討し、集中稼働を回避する。  
・敷地境界には鋼製万能板による仮囲いを設置し、騒音の低減に努める。  
・可能な限り低騒音工法を検討し、採用する。  
・工事中は建設機械に無理な負荷をかけないようにする。  
・建設機械の整備・点検を徹底する。  
・工事に伴う騒音の状況を把握及び近隣へ周知するため、騒音・振動計を設

置する。  
工事用車両の走行  
・工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行管理

を徹底する。  
・急発進、急加速を行わないなど、エコドライブの実施を徹底する。  
・工事用車両の整備・点検を徹底する。  

施設関連車両

の走行・冷暖房

施設等の稼働  
（供用時）  

本事業の供用時においては、騒音への影響の低減を図るために、次のよう

な措置を講ずる。  
施設関連車両の走行 

・施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないなど、エ

コドライブの実施を促す。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関の

利用を促す。  
冷暖房施設等の稼働 

・冷暖房施設等の整備・点検を徹底する。  
・低騒音の機器の選定に努める。 
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表 6－1 (3) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

振 

動 

建設機械の稼

働・工事用車両

の走行  
（工事中）  

本事業の工事においては、振動への影響の低減を図るために、施工会社

への指示により、次のような措置を講ずる。  
建設機械の稼働 

・可能な限り低振動工法を検討し、採用する。  
・工事中は建設機械に無理な負荷をかけないようにする。  
・建設機械の整備・点検を徹底する。  
・建設機械の移動等で発生する瞬間的な強い振動を低減させるため、移動

時は最徐行するとともに、段差箇所等は可能な限りなくすよう努める。  
・段差箇所等で発生する振動を低減させるため、作業員に対する技術教育・

環境保全の周知を徹底する。  
・工事に伴う振動の状況を把握及び近隣へ周知するため、騒音・振動計を

設置する。  
工事用車両の走行  
・工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行管

理を徹底する。  
・急発進、急加速を行わないなど、エコドライブの実施を徹底する。  
・工事用車両の整備・点検を徹底する。  

施設関連車両

の走行  
（供用時）  

本事業の供用時においては、振動への影響の低減を図るために、次のよ

うな措置を講ずる。  
施設関連車両の走行 

・施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないなど、

エコドライブの実施を促す。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関

の利用を促す。  

廃
棄
物
等 

一
般
廃
棄
物 

施設の供用・人

口の増加  
（供用時）  

本事業の供用時においては、一般廃棄物の排出又は発生及び処理・処分

において、資源の循環を図るとともに、生活環境の保全に支障を及ぼさな

いために、次のような措置を講ずる。 

住宅系 

・廃棄物保管施設については、廃棄物発生量に応じて、適切な規模で設置

する。  
・居住者に対して、掲示板、貼り紙、回覧板等によりごみの発生抑制、分

別・保管及び再資源化の推進を促すよう、管理組合に要請する。  
・ごみの悪臭対策及び飛散防止として、廃棄物保管施設は屋内に配置し、

水洗い等清掃を管理組合に要請する。  
事業系 

・事業系一般廃棄物の減量化及び再資源化の推進について、関係者等に対

して、掲示板、貼り紙等により、過剰包装を可能な限り抑えるなどのご

みの減量化及び再資源化を周知する。  
・事業系一般廃棄物については、適切な規模の廃棄物保管施設を整備し、

廃棄物の種類別に分別・保管する。  
・再生資化が可能な廃棄物は、再資源化業者に委託するように促し、再生

利用に努める。  
・事業者として、商業施設事業者、業務施設事業者、公共施設等に対し、

ごみの分別徹底及び再資源化が可能な廃棄物の再資源化業者への委託な

どの廃棄物の適正処理、再資源化等の基本方針を示すとともに、その促

進について要請する。  
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表 6－1 (4) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

廃
棄
物
等 

産
業
廃
棄
物 

工事の影響  
（工事中）  

本事業の工事においては、工事に伴う産業廃棄物の発生及び処理において、

資源の循環を図るとともに、生活環境の保全に支障を及ぼさないために、施工

会社への指示により、次のような措置を講ずる。 

・建設資材等の搬入にあたっては、過剰な梱包を控えるなど、発生抑制を図る。 
・資源化率の目標を設定し、敷地内での分別の徹底を図る。  
・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、許可を受けた産業廃棄物

処理業者に委託し、産業廃棄物管理票を交付し、適正な処理を行う。  
・既存建築物の解体工事にあたり、石綿の使用の有無について事前調査を行い、

石綿含有建材等の使用が確認された場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」、「大気汚染防止法」、「石綿含有廃棄物等処理マニュアル」（環境省）、

「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例」等に基づき、飛散・流出

等のないよう適正に処理を行うとともに、産業廃棄物の許可を受けた処理業

者により適正に処理・処分を行う。  
・産業廃棄物の搬出時においては、荷崩れや飛散等が生じないようにシートカ

バー等を使用するなど適切な対策を講ずる。  

施設の供用  
（供用時）  

本事業の供用時においては、事業活動に伴う産業廃棄物の発生及び処理・処

分において、資源の循環を図るとともに、生活環境の保全に支障を及ぼさない

観点から、次のような措置を講ずる。 

・省資源の観点から、過剰な梱包等を控え、発生抑制を図る。  
・分別保管場所を設置し、分別排出・集積・保管を適切に行う。  
・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、許可を受けた産業廃棄物

処理業者に委託し、産業廃棄物管理票を交付し処分先を明確にするなど、適

正な処理を行う。  
・産業廃棄物の処理については、個々の商業施設事業者等の責任により業者に

委託する。また、再資源化が可能な廃棄物は、再資源化業者に委託するよう

に促し、再生利用に努める。  
・事業者として、適切な規模の分別集積所を整備し、商業施設事業者、業務施

設事業者、公共施設者に対し、ごみ分別の徹底など廃棄物の適正処理、再資

源化等の基本方針を示すとともに、その促進について要請する。  

建
設
発
生
土 

工事の影響  
（工事中）  

本事業の工事においては、建設発生土の発生及び処理・処分において、資源

の循環を図るとともに、生活環境の保全に支障を及ぼさないために、次のよう

な措置を講ずる。 

・建設発生土については、計画地内での再利用が困難な場合には、他の建設工

事現場等で可能な限り再利用に努める。  
・工事間での再利用ができない建設発生土の処分については、「神奈川県土砂

の適正処理に関する条例」等に基づき、許可を得た処分地にて適正に処理す

る。  
・建設発生土の搬出時においては、飛散・流出等が生じないように、必要に応

じて出入口でのタイヤ洗浄を行い、荷台にシートカバー等を使用する。  
・工事にあたっては、粉じんの飛散を防止するために、必要に応じて散水やシ

ート掛け等を行う。  
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表 6－1 (5) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

緑 

緑
の
質 

緑の回復・育成  
（供用時）  

本事業では、緑の適切な回復育成の観点から、次のような措置を講ずる。 
主要な植栽予定樹種の環境適合性 

・樹木の健全な育成を図るため、年間維持管理計画を作成し、適切な剪定、

刈込み、施肥、病虫害防除、除草等を実施する。  
・植栽地には適切な施肥を行うとともに、屋上緑化及び壁面緑化については、

かん水設備等を設けるなどの措置を施し、植栽の良好な維持管理を行う。 
・植栽予定樹種については、耐陰性・耐風性などを考慮し適切に配置する。 
・屋上緑化、壁面緑化、接道部緑化及び生け垣植栽を適切に配置し、日常的

に人々の目に触れる場所では、在来種の花木等で積極的な緑化を行う。  
・花や紅葉、実のなる樹木など季節が感じられる樹木を選定する。  
・良質な客土を用いて、樹木の生育に適した植栽基盤の確保に努める。 

植栽基盤の整備の適否及び必要土壌量 

・植栽基盤の整備にあたっては、樹木の生育に適した良質な客土を確保する。 
・植付けにあたっては、かん水を十分にし、移植前の地際部を確認し、深植、

浅植にならないように注意する。  
・植栽地には適切な施肥を行うとともに、屋上緑化及び壁面緑化については、

かん水設備等を設けるなどの措置を施し、植栽の良好な維持管理を行う。 
・必要に応じて支柱等を施すなど、「川崎市緑化指針」に示される施工方法

に準ずる植栽を行う。  

緑
の
量 

緑の回復・育成  
（供用時）  

本事業では、緑の適切な回復育成の観点から、次のような措置を講ずる。 

・「川崎市緑の基本計画」及び「川崎市緑化指針」を踏まえ、緑豊かな空間

の創出、四季の楽しみの創出を図る。  
・緑の構成を考慮し、大景木・高木・中木・低木・地被類を適切に組み合わ

せるとともに、屋上緑化、壁面緑化、接道部緑化及び生け垣植栽を配置し、

一部の既存樹木とともに多様な緑を創出する。  

景 
観 

景 

観
、
圧
迫
感 

建築物の  
存在  
（供用時）  

本事業では、周辺環境との調和等の観点から、次のような措置を講ずる。 
主要な景観構成要素の改変及び地域景観の特性の変化の程度  
・計画地外周部などについて、可能な限り緑化地を確保し、接道部緑化、生

け垣緑化、大景木植栽等により、緑のある街並み景観の形成を図る。  
・計画建物の壁面の色は川崎市都市景観条例、川崎市景観計画等に示される

色彩を採用して周辺と調和した景観の形成を図る。  
代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度 

・計画地外周部などについて、可能な限り緑化地を確保し、接道部緑化、生

け垣緑化、大景木植栽等により、緑のある街並み景観の形成を図る。 

・計画建物の壁面の色は川崎市都市景観条例、川崎市景観計画に示される色

彩等を採用して周辺と調和した景観の形成を図る。 

圧迫感の変化の程度 

・計画地外周部については、道路沿いに歩道状空地を確保するとともに、計

画建物の壁面位置と道路との離隔を可能な限り確保し、計画建物による圧

迫感の低減に努める。 

・計画地外周部には、可能な限り緑化地を確保し、樹種、高さ等に配慮し、

圧迫感の低減を図る。 

・建物形状は、巨大な壁面とならないよう意匠、デザイン等に配慮する。 

構
造
物
の
影
響  

日
照
阻
害 

建築物の存在

（供用時）  
本事業では、計画建物による日影が、住環境に著しい影響を与えない観点

から、次のような措置を講ずる。  
・駅前街区の計画建物は、日影の影響に配慮して高層棟の東西幅をできるだ

け抑えた形状とする。  
・北街区の計画建物は、日影の影響に配慮して南側へ高層棟を配置する建物

形状とする。  
・計画地周辺地域で日影の影響が比較的長くなる住宅等については、本事業

の実施にあたり関係者に十分な説明を行う。 
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表 6－1 (6) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  

環境影響要因  環境保全のための措置  

構
造
物
の
影
響 

テ
レ
ビ
電
波
障
害 

建 築 物 の 存 在

（供用時）  
本事業では、良好な受像画質を維持し、かつ、現状を悪化させないた

めに、次のような措置を講ずる。  
・計画建物による遮へい障害に対しては、地上躯体工事の進捗にあわせ

て、ケーブルテレビへの接続などの適切な障害対策を講ずる。  
・既設の共同受信施設に対して計画建物によるテレビ受信障害が生じた

場合には、受信アンテナの移設、調整などの適切な障害対策を講ずる。 
・工事中におけるテレビ受信障害に対しては、クレーンの未使用時には、

ブームを電波到来方向に向けるなどの適切な障害防止対策を講ずる。 
・円滑な対策実施のため、問い合わせ窓口を設け、テレビ受信障害の改

善方法、時期、範囲等について関係者と十分協議し、必要な対策を講

ずる。  

風 

害 

建 築 物 の 存 在

（供用時）  
本事業では、計画建物による風環境の変化が、生活環境の保全に支障

を及ぼさないために、次のような措置を講ずる。  
・計画建物については、風の影響の低減に配慮した建物形状・配置とす

る。  
・計画建物による風の影響を低減するために防風対策図（304 ページ）

に示した高さの防風植栽及び防風壁を設置する。  
・防風植栽については、必要に応じて支柱等を施すなどの対策を行う。 
・防風対策の効果が継続的に維持されるよう、適切に防風植栽の維持管

理を行う。 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

人口の増加  
（供用時）  

本事業では、人口の増加が周辺の義務教育施設や、集会施設、公園等
に及ぼす影響を回避・低減及び生活環境の保全に支障を及ぼさないため
に、次のような措置を講ずる。  
義務教育施設 
・本事業の実施にあたっては、計画戸数、供用時期等の事業計画が確定

次第、速やかに川崎市に報告する。  
・入居世帯における児童・生徒の有無、学年等の属性など、児童・生徒

数の増加に関連する状況について、入居開始前までに川崎市に報告す
るよう、住宅販売事業者に協力を求める。  

集会施設・公園等 
・計画建物内に設ける共用室について、入居者に対して各種集会等の積

極的な利用を促す。  
・計画地内に誰でも利用できるデッキ広場を設置し、適切に維持管理を

行い、利用を促進する。 
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表 6－1 (7) 環境保全のための措置 
環境影響  
評価項目  環境影響要因  環境保全のための措置  

地
域
交
通 

交
通
安
全
、
交
通
混
雑 

工事用車両の  
走行  
（工事中）  

本事業では、計画地周辺道路の交通安全及び交通混雑に及ぼす影響の低減
を低減するため、施工会社への指示により、次のような措置を講ずる。  
・工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行によ

り影響の低減を図る。  
・工事用車両の運転者に対し、随時安全運転教育を実施し、交通法規を遵守

することはもとより安全運転を徹底し、一般車両、歩行者及び自転車の安
全を確保する。  

・工事用車両出入口は、段階的に位置が変更となるが、適宜交通整理員を配
置し、歩行者等の安全確保と交通渋滞等の発生防止に努める。  

・工事用車両にはステッカー等により、他の車両との識別を図る。  
・工事中は歩行者通路を確保しながら段階的に工事を行うことにより、駅改

札及び歩道等、歩行者への通行に支障がないように配慮する。  
・小学校等の登校時間帯は交差点での右折、左折時の巻き込み等に、特に注

意し、安全運行に努める。  

施設関連車両の

走行・歩行者の

往来  
（供用時）  

本事業では、計画地周辺道路の交通安全及び交通混雑に及ぼす影響の低減
及び歩行者等の安全な歩行を確保するため、次のような措置を講ずる。  
施設関連車両 
・道路上で施設関連車両（搬出入車両）が待機しないよう、十分な荷さばき

スペースを確保する。  
・施設関連車両（搬出入車両）が特定の時間帯に集中することがないよう、

適切な運行管理を行う。  
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。  
・居住者に対し、入居時に来退場ルート等の周知を図り、自動車交通の円滑

化を図る。  
・施設利用者に対し、ホームページ等で来退場ルート等の周知を図るととも

に、路線バスや電車等の公共交通機関の利用を促す。  
・出庫灯及びカーブミラー等の整備により、歩道等を利用する歩行者等に自

動車の出入りの注意喚起を行う。  
歩行者 
・計画地の外周には歩道状空地、地下 1 階には駅前街区と北街区を結ぶ地下

通路及び駅前街区 3 階と北街区 4 階をつなぐ街区間デッキを設け、安全で
快適な歩行者空間を整備する。  

・出庫灯及びカーブミラー等の整備により、歩道等を利用する歩行者・自転
車に自動車の出入りの注意喚起を行う。  
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第７章 環境配慮項目に関する措置 

 

環境配慮項目に関する措置は、表 7－1 (1)・(2)に示すとおりである。 

本事業では、工事中及び供用時に、環境影響評価項目以外で、地域環境及び地球環境

に配慮すべき項目として、地域環境管理計画に定める環境配慮項目のうち、第 4 章 3 (1)

「環境配慮項目の選定」（215 ページ）で選定した項目について、環境への影響を実行可

能な範囲で低減するために、環境配慮措置を講ずる計画である。 

 
表 7－1 (1) 環境配慮項目に関する措置 

選定した環境
配慮項目 

環境配慮措置の内容 

工事中 供用時 

地震時等の 
災害 

－  

・耐震性及び防火に配慮する。  
・地震時等の災害時の避難経路及び避難場
所を確保するよう配慮する。  

・地震時等の災害時に備えて、防災物資の
備蓄のため、防災倉庫を設置する。  

・災害時の帰宅困難者に対し、一時受け入
れ対応を行う。  

・地震時等の災害時においても、最低限の
施設機能が維持できるよう、非常用エレ
ベーターや非常用発電機、非常用照明設
備等の防災設備の設置を計画する。  

・計画建物については、杭基礎構造とする
など、計画建物の安全性に関し、必要な
措置を講じる。また、住宅棟を制振構造
または免振構造とする。さらに、災害に
強い施設計画に向けて、市や区とも連携
体制の構築を図るとともに、公共施設と
しての機能も含め、災害時における業務
継続性の確保に向けた自家発電装置、給
水機能等の設備計画など、地域防災機能
の更なる強化に努める。  

・公共施設では、災害時に様々な目的に転
用できるスペースや備蓄機能を確保す
る。  

生物多様性 －  

・植栽樹種については、計画地及び周辺に
生育している潜在自然植生構成種や、野
鳥や昆虫等が好む花や実をつける樹木
（ヤマモモ、ネズミモチ等）などを活用
し、生物多様性に配慮した緑化に努める。 

・緑地の維持管理計画として、適切に剪定、
施肥、病虫害防除等を行うことやかん水
設備の設置などの措置を施し、樹木等の
健全な育成に努める。  
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表 7－1 (2) 環境配慮項目に関する措置 
選定した環境

配慮項目 

環境配慮措置の内容 

工事中 供用時 

地球温暖化 

対策 

・可能な限り最新の低燃費型建設機械及び

工事用車両の選定や、使用中は無理な負

荷をかけないなどの使用方法への配慮な

どにより、建設機械の稼働及び工事用車

両の走行による温室効果ガス排出の抑制

及びエネルギー使用の低減など、環境負

荷の低減に努める。  
・建設機械及び工事用車両は、アイドリン

グストップ等のエコドライブ・省エネ機

械操作を徹底するため、看板等や朝礼時

に周知するなど運転者への指導を実施す

る。  
・関係法令等を遵守し、空調機などにある

フロンガスの廃棄については、「フロン類

の使用の合理化及び管理の適正化に関す

る法律」に基づき、空気中に放出しない

よう第一種フロン類回収業者へ委託する

など適正に回収・処理し、オゾン層破壊

物質の排出の抑制など、環境負荷の低減

に努める。  

－  

気候変動の 

影響への適応 
－ 

・暑熱対策として、多くの人が利用する場
所や歩行者空間に大景木や高木を配置
し、緑陰の形成による日射遮蔽及び蒸散
作用による気温上昇の抑制に努める。  

・緑化等の設置により可能な範囲で人工被
覆率の改善に努め、気温上昇の抑制に努
める。  

・屋上緑化や壁面緑化を採用した、断熱効
果や、断熱性能に優れた部材の採用等に
より、省エネルギーや冷暖房効率に配慮
した構造とし、人工排熱を抑制する。  

・共用部分の照明、給湯等の設備機器は、
可能な限りエネルギー消費量の少ない機
種を導入する。  

・通路の舗装等人工被覆の改善により、地
表面の温度上昇の抑制に努める。  

・広域的な治水対策を勘案し、「雨水流出抑

制施設技術指針（川崎市）」に基づく雨水

貯留槽の設置や、可能な範囲で緑化地等

を増やす計画とすることで、雨水を浸透

させ、治水・水害対策に努める。  

資源 

・循環型社会の形成に貢献するため、建設

資材は、高炉セメント生コン、電炉鋼材

（鉄筋）等、再生品や再利用が可能な材

料の使用の推進に努める。  
・建設資材は、プレキャストコンクリート

の採用やシステム型枠の使用により、型

枠の低減及び再利用に努める。  
 

・循環型社会の形成に貢献するため、計画

建物の長寿命化、リニューアルしやすい

構造の採用や、ごみの分別排出の徹底に

よるリサイクルの推進などに努める。  
・外壁塗装は、アクリルゴム系やアクリル

樹脂系等、高耐久性能を有するものを使

用する。  
・高耐久ステンレス共用給水配管システム

等を採用する。  
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第８章 環境影響の総合的な評価 
 

計画地は川崎市宮前区の中央南部に位置し、東急田園都市線鷺沼駅の正面口に接している。

計画地内は、商業施設、業務施設、交通広場、駐車場及び道路等が存在している。 

計画地周辺地域には、計画地北東側は鉄道用地、集合住宅が分布しており、計画地南側か

ら西側の道路（市道鷺沼 36 号線、市道鷺沼線）沿道は集合住宅、商業施設が分布し、その

背後には集合住宅が分布している。計画地北西側は、鉄道用地を挟んで商業施設、併用集合

住宅が集中し、その周囲には集合住宅が分布している。 

計画地周辺地域の主な幹線道路は、計画地西側約 800m に東名高速道路、南側約 400m に

国道 246 号（厚木街道）、北東側約 800m に市道尻手黒川線が通っている。また、計画地付

近の主な道路は、東急田園都市線を横断する形で市道久末鷺沼線が、並行する形で市道鷺沼

線、市道鷺沼 36 号線が通っている。また、計画地周辺地域の主要な鉄道は、計画地北西側

に東急田園都市線が通っている。 

本事業は、「川崎市総合計画」（平成 28 年 3 月）において、地域生活拠点として、「鷺沼駅

周辺を中心に商業、都市型住宅、文化・交流など多様な都市機能の集積及び交通結節機能の

強化に向けた取組を推進する」地区として、まちづくりを推進する地区に位置づけられてい

る。また、「川崎都市計画都市再開発の方針」（平成 29 年 3 月）において、本地区は、都市

拠点の整備が期待されるなか、特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき地区（2

号再開発促進地区）として位置づけられている。 

これらの方針等に基づき、市街地再開発事業により、交通広場の拡充による交通結節機能

の強化や多様な都市機能が立体的に複合した市街地の整備を図り、商業施設、業務施設、公

共施設、集合住宅及び交通広場を整備することを目的とする。 

上記のような立地特性をもった計画地において、本事業を実施することにより、温室効果

ガス、大気質、騒音、振動、一般廃棄物、産業廃棄物、建設発生土、景観、圧迫感、日照阻

害、テレビ受信障害、風害、コミュニティ施設、交通安全、交通混雑の環境影響評価項目に

ついては、環境負荷を生じさせる可能性があるものの、各種の環境保全のための措置を講ず

ることにより、その影響を低減し、環境保全目標を概ね満足することができると考える。一

方、緑の質及び緑の量については、本事業の実施により緑の回復・育成が図られ、現況より

も質・量ともに向上すると考える。予測結果のうち、騒音については、工事中における工事

用車両の走行及び供用時の施設関連車両の走行により、一部の予測地点において環境保全目

標を上回ると予測したが、これは工事中及び供用時交通量による騒音レベルが既に環境保全

目標を上回る、もしくは環境保全目標と同値となっており、工事中においては、工事用車両

が特定の日や時間帯に集中しないよう計画的な運行管理の徹底すること、供用時においては、

施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないなど、エコドライブの実施

を促すなどの対策を講ずる。 

また、事業実施にあたっては、環境影響評価項目以外にも、地震時等の災害並びに生物多

様性、地球温暖化対策、気候変動の影響への適応、資源の項目に対して、環境への影響を実

行可能な範囲で低減するために、環境配慮措置を講ずる計画である。 

以上のことから、本事業は、表 8－1 (1)～(9)に示す環境影響評価項目の評価結果及び環境

配慮項目に関する措置の内容から判断して、環境への影響に対し、実行可能な範囲で適切に

配慮した計画であると評価する。 
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表 8－1 (1) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

地
球
環
境 

温
室
効
果
ガ
ス 

本事業の実施にあたっては、温室効果ガスの排出量の削減対策を講じる計画であり、本事業

の温室効果ガス排出量は、約 5,623.6t－CO2/年、標準的な温室効果ガスの排出量は、約 6,281.1t
－CO2/年、温室効果ガスの排出削減量は、約 657.5t－CO2/年であり、標準的な温室効果ガスの

排出量と比較すると、その削減の程度は約 10.5％と予測する。 
本事業では、計画建物については断熱性能に優れた部材の採用や冷房効率に配慮した構造を

検討するとともに、冷暖房施設及び給湯の設備機器等は極力最新の省エネルギー型の設備を選

定するなど、環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、温室効果ガスの排出量抑制が図られるものと評価する。 

大 

気 

大
気
質 

建設機械の稼働 

建設機械の稼働に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）が

0.043ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（日平均値の年間 2%
除外値）が 0.043mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を満足すると予測する。 

また、短期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（1 時間値）が 0.1996ppm で、環境保全目標

（0.2ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（1 時間値）が 0.0771mg/m3 で、環境保全目標

（0.20mg/m3 以下）を満足すると予測する。 
工事の実施にあたっては、施工計画を十分に検討し、集中稼働を回避するなどの環境保全の

ための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 

工事用車両の走行 

工事用車両の走行に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）が

0.039ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（日平均値の年間 2%
除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を満足すると予測する。 

工事の実施にあたっては、工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な

運行管理を徹底するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、道路沿道の大気質に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 

施設関連車両の走行 
施設関連車両の走行に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）

が 0.038ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（日平均値の年間

2%除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を満足すると予測する。 
本事業の実施にあたっては、施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わな

いなど、エコドライブの実施を促すなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、道路沿道の大気質に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 

駐車場の利用 

駐車場の利用に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）が

0.037ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（日平均値の年間 2%
除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を満足すると予測する。 

本事業の実施にあたっては、換気設備が正常に稼働するよう、定期的な点検を行うなどの環

境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 

冷暖房施設等の稼働 
冷暖房施設の稼働に伴う二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）の長期予測濃度の最大値は、

地上 1.5m において 0.038ppm、4F 高さ（地上 10.5m）において 0.045ppm で、環境保全目標

（0.06ppm 以下）を満足すると予測する。短期予測濃度の最大値は、地上 1.5m において一般

的な気象条件が 0.023ppm、ダウンウォッシュ時が 0.012ppm、ダウンドラフト時が 0.036ppm、

各階高さにおいて一般的な気象条件（5F 高さ：地上 13.5m）が 0.137ppm、ダウンウォッシュ

時（3F 高さ：地上 7.5m）が 0.080ppm、ダウンドラフト時（2F 高さ：地上 4.5m）が 0.036ppm
で、環境保全目標（0.2ppm 以下）を満足すると予測する。 

本事業の実施にあたっては、「環境への負荷の低減に関する指針」（川崎市）に示されている、

燃料として都市ガスを使用し、熱効率の高い機器（低 NOx 型）を選定するなどの環境保全のた

めの措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 
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表 8－1 (2) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

騒 

音 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働に伴う騒音レベルの最大値は、工事開始後 98 ヶ月目（北街区夜間工事）の計

画地北側境界付近において 79dB となり、環境保全目標（85dB 以下）を満足すると予測する。 
工事の実施にあたっては、可能な限り、最新の低騒音型建設機械を使用するなどの環境保全の

ための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺地域の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

工事用車両の走行 
昼間における工事中交通量による等価騒音レベル（工事開始後 19～21 ヶ月目）は 60～66dB

の範囲となり、増加分は 0.1～1.7dB と予測する。なお、工事用車両による増加分の最大は、No.8
地点の東側で 1.7dB と予測する。 

No.1、4 地点の両側及び No.7 地点の東側で環境保全目標（昼間：60dB または 65dB 以下）を

上回るが、将来基礎交通量による騒音レベルが既に環境保全目標を上回っているか、同値であり、

環境保全目標を上回る地点における工事用車両の走行による増加分は 0.1～0.7dB と予測する。 
夜間における工事中交通量による等価騒音レベル（工事開始後 63 ヶ月目）は 55～61dB の範

囲となり、増加分は 0.1～0.4dB と予測する。なお、工事用車両による増加分の最大は、No.8 地

点の東側で 0.4dB と予測する。 
No.4 地点の西側及び No.7 地点の両側で環境保全目標（夜間：60dB 以下）を上回るが、将来

基礎交通量（駅前街区施設関連車両を含む）による騒音レベルが既に環境保全目標を上回ってい

るか、同値であり、環境保全目標を上回る地点における工事用車両の走行による増加分は 0.1dB
と予測する。 

工事の実施にあたっては、工事用車両が特定の日や時間帯に集中し、路上に待機することがな

いよう、計画的な運行管理を徹底するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

施設関連車両の走行 
平日の昼間における供用時交通量による等価騒音レベルは 60～67dB となり、増加分は 0.1～

1.4dB と予測する。なお、施設関連車両による増加分の最大は、No.8 地点東側で 1.4dB と予測す

る。 
また、昼間は No.1、2、3、4、6、9 地点の両側及び No.7 地点の東側で環境保全目標（昼間：

60dB または 65dB 以下）を上回るが、将来基礎交通量による騒音レベルが既に環境保全目標を上

回っているか、同値であり、環境保全目標を上回る地点における施設関連車両の走行による増加

分は 0.1～0.5dB と予測する。 
平日の夜間における供用時交通量による等価騒音レベルは 55～62dB となり、増加分は 0.0～

1.2dB と予測する。なお、施設関連車両による増加分の最大は、No.8 地点東側で 1.2dB と予測す

る。 
また、夜間は No.1、2、3、6、7、9 地点の両側及び No.4 地点の西側で環境保全目標（夜間：

55dB または 60dB 以下）を上回るが、将来基礎交通量による騒音レベルが既に環境保全目標を上

回っているか、同値であり、環境保全目標を上回る地点における施設関連車両の走行による増加

分は 0.0～0.3dB と予測する。 
休日の昼間における供用時交通量による等価騒音レベルは 59～66dB となり、増加分は 0.2～

1.4dB と予測する。なお、施設関連車両による増加分の最大は、No.8 地点東側で 1.4dB と予測す

る。 
また、昼間は No.1、2、3、6、9 地点の両側及び No.4 地点の西側で環境保全目標（昼間：60dB

または 65dB 以下）を上回るが、将来基礎交通量による騒音レベルが既に環境保全目標を上回っ

ているか、同値であり、環境保全目標を上回る地点における施設関連車両の走行による増加分は

0.2～0.8dB と予測する。 
休日の夜間における供用時交通量による等価騒音レベルは 53～61dB となり、増加分は 0.0～

0.9dB と予測する。なお、施設関連車両による増加分の最大は、No.8 地点東側で 0.9dB と予測す

る。 
また、夜間は No.1、2、3、6、9 地点の両側で環境保全目標（夜間：55dB）を上回るが、将来

基礎交通量による騒音レベルが既に環境保全目標を上回っているか、同値であり、環境保全目標

を上回る地点における施設関連車両の走行による増加分は 0.0～0.4dB と予測する。 
施設の供用にあたっては、施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないな

ど、エコドライブの実施を促すなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 
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表 8－1 (3) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

騒 

音
（
つ
づ
き
） 

冷暖房施設の稼働 
冷暖房施設等の稼働に伴う計画地境界付近における最大値は昼間及び夜間ともに計画地東側

境界付近に出現し、昼間は 44dB、夜間は 40dB となり、環境保全目標（昼間：60dB 以下、夜

間：50dB 以下）を満足すると予測する。 
冷暖房施設等の稼働にあたっては、施設等の整備・点検を徹底するなどの環境保全のための

措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺地域の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

振 

動 

建設機械の稼働 

建設機械の稼働に伴う振動レベルの最大値は、63、67～69 ヶ月（北街区建設工事）の計画地

東側敷地境界付近において 65dB となり、環境保全目標（75dB 以下）を満足すると予測する。 

工事の実施にあたっては、可能な限り低振動工法を検討し、採用するなどの環境保全のため

の措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺地域の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

工事用車両の走行 
昼間における工事中交通量による振動レベル（工事開始後 19～21 ヶ月目）は 40～51dB と

なり、環境保全目標（昼間：65dB または 70dB 以下）を満足すると予測する。 
夜間における工事中交通量による振動レベル（No.1、5’地点：工事開始後 48 ヶ月目、No.4、

7、8 地点：工事開始後 63 ヵ月目）は 39～50dB となり、環境保全目標（夜間：60dB または

65dB 以下）を満足すると予測する。 
工事の実施にあたっては、工事用車両が特定の日または時間帯に集中し、路上に待機するこ

とがないよう、計画的な運行管理を徹底するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

施設関連車両の走行 

平日の昼間における供用時交通量による振動レベルは、40～50dB となり、環境保全目標（昼

間：65dB または 70dB 以下、夜間：60dB または 65dB 以下）を満足すると予測する。また、

将来基礎交通量に対する施設関連交通量の振動レベルの増加量の最大は、No.8 地点東側で

3.2dB と予測する。 
平日の夜間における供用時交通量による振動レベルは、39～50dB となり、環境保全目標（昼

間：65dB または 70dB 以下、夜間：60dB または 65dB 以下）を満足すると予測する。また、

将来基礎交通量に対する施設関連交通量の振動レベルの増加量の最大は、No.8 地点東側で

1.3dB と予測する。 
休日の昼間における供用時交通量による振動レベルは、37～48dB となり、環境保全目標（昼

間：65dB または 70dB 以下、夜間：60dB または 65dB 以下）を満足すると予測する。また、

将来基礎交通量に対する施設関連交通量の振動レベルの増加量の最大は、No.8 地点東側で

2.7dB と予測する。 
休日の夜間における供用時交通量による振動レベルは、36～46dB となり、環境保全目標（昼

間：65dB または 70dB 以下、夜間：60dB または 65dB 以下）を満足すると予測する。また、

将来基礎交通量に対する施設関連交通量の振動レベルの増加量の最大は、No.8 地点東側で

2.3dB と予測する。 
施設の供用にあたっては、施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わない

など、エコドライブの実施を促すなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

廃

棄

物

等 

一

般 
廃

棄

物 

住宅から発生する一般廃棄物 

供用時に住宅から発生する一般廃棄物の種類と排出量は、駅前街区については、普通ごみが

約 1,064kg/日、ミックスペーパーが約 24kg/日、プラスチック製容器包装が約 33kg/日、空き

缶が約 27kg/日、ペットボトルが約 12kg/日、空きびんが約 32kg/日、古紙類が約 139kg/日であ

り、合計が約 1,331kg/日と予測する。北街区については、普通ごみが約 364kg/日、ミックスペ

ーパーが約 8kg/日、プラスチック製容器包装が約 11kg/日、空き缶が約 9kg/日、ペットボトル

が約 4kg/日、空きびんが約 11kg/日、古紙類が約 48kg/日であり、合計が約 455kg/日と予測す

る。 
計画地全体では、普通ごみが約 1,428kg/日、ミックスペーパーが約 32kg/日、プラスチック

製容器包装が約 44kg/日、空き缶が約 36kg/日、ペットボトルが約 16kg/日、空きびんが約 43kg/
日、古紙類が約 187kg/日であり、合計が約 1,786kg/日と予測する。 
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表 8－1 (4) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

廃
棄
物
等 

一
般
廃
棄
物
（
つ
づ
き
） 

処理・処分については、法令に基づく適切な規模の普通ごみ、資源物及び粗大ごみの廃棄物

保管施設を設け、ミックスペーパー、プラスチック製容器包装、空き缶、ペットボトル、空き

びん等の分別に対応できるよう配慮する。これらの廃棄物保管施設に種類ごとに分別された一

般廃棄物は、川崎市等により適正に収集、運搬、処分されると予測する。 
本事業の実施にあたっては、居住者に対して、掲示板、貼り紙、回覧板等によりごみの発生

抑制、分別・保管及び再資源化の推進を促すよう、管理組合に要請するなどの環境保全のため

の措置を講ずる。 
以上のことから、資源の循環が図られるとともに計画地周辺地域の生活環境の保全に支障は

ないものと評価する。 
事業活動に伴い発生する一般廃棄物 

事業活動に伴い発生する一般廃棄物の種類及び発生量は、商業施設（駅前街区）については、

紙製廃棄物等が約 483t/年、生ごみ等が約 421t/年、その他可燃性廃棄物等が約 254t/年、合計約

1,158t/年と予測する。 
業務施設（駅前街区）については、紙くずが約 11t/年、厨芥が約 0.8t/年、繊維くずが約 0.1t/

年、その他が約 0.1t/年、合計約 12t/年と予測する。 
また、公共施設については、駅前街区の一般廃棄物が約 2.4t/年、古紙が約 14.9t/年、合計約

17.3t/年、北街区の一般廃棄物が約 7.4t/年、古紙が約 17.2t/年、合計約 24.5t/年、計画地全体の

一般廃棄物は約 9.8t/年、古紙が約 32.1t/年、合計約 41.8t/年と予測する。 
処理・処分については、駅前街区及び北街区に適切な規模の廃棄物保管施設を整備し、個々

の事業者等の責任により分別の徹底を図るとともに、再資源化が可能な廃棄物は可能な限り再

資源化業者に委託するように促す計画である。また、個々の事業者等の責任により川崎市の許

可を受けた一般廃棄物処理業者等に委託する計画であることから、適正に収集、運搬、処理・

処分、再資源化が実施されると予測する。 
本事業の実施にあたっては、事業者として、商業施設事業者、業務施設事業者、公共施設に

対し、ごみ分別の徹底及び再資源化が可能な廃棄物の再資源化業者への委託などの廃棄物の適

正処理、再資源化等の基本方針を示すとともに、その促進について要請するなどの環境保全の

ための措置を講ずる。 

以上のことから、資源の循環が図られるとともに計画地周辺地域の生活環境の保全に支障は

ないものと評価する。 

産
業
廃
棄
物 

工事の影響 

解体工事（建築物）に伴い発生する産業廃棄物発生量は 60,080t であり、このうち最も発生

量が多いものはコンクリートがらで、55,320t と予測する。また、資源化量は 59,175t と予測す

る。 
解体工事（道路）に伴い発生する産業廃棄物発生量は 4,006t であり、このうち最も発生量が

多いものはアスファルト・コンクリートがらで 3,038t と予測する。また、資源化量は 3,927 t
と予測する。 

建設工事（道路工事）に伴い発生する産業廃棄物発生量は 334t であり、混合廃棄物が発生す

ると予測する。また、資源化量は 291t と予測する。 
建設工事（建築工事）に伴い発生する産業廃棄物発生量は 4,419t であり、このうち最も発生

量が多いものは、混合廃棄物で、2,439t と予測する。また、資源化量は 3,933t と予測する。 
建設汚泥の発生量は、32,771 ㎥であり、資源化量は 22,284 ㎥と予測する。 
工事中に発生する産業廃棄物は、敷地内での分別徹底を図り、可能な限り資源化を図るとと

もに、許可を受けた産業廃棄物処理業者に委託することから、適正に分別排出、処理・処分、

資源化が実施されると予測する。 
工事の実施にあたっては、資源化率の目標を設定し、敷地内での分別の徹底を図る。また、

既存建築物の解体工事にあたり、石綿の使用の有無について事前調査を行い、石綿含有建材等

の使用が確認された場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「大気汚染防止法」、「石綿

含有廃棄物等処理マニュアル」（環境省）、「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例」等

に基づき、飛散・流出等のないよう適正に処理を行うとともに、産業廃棄物の許可を受けた処

理業者により適正に処理・処分を行うなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、資源の循環が図られるとともに計画地周辺地域の生活環境の保全に支障は

ないものと評価する。 
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表 8－1 (5) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

廃
棄
物
等 

産
業
廃
棄
物
（
つ
づ
き
） 

施設の供用 

供用時に商業施設（駅前街区）から発生する産業廃棄物の発生量は、金属製廃棄物等は約 23t/
年、ガラス製廃棄物等は約 18t/年、プラスチック製廃棄物等は約 51t/年、廃油は約 16 t/年、合

計約 109t/年と予測する。 
供用時に業務施設（駅前街区）から発生する産業廃棄物の発生量は、廃プラスチックは約 1.3t/

年、ゴムくずは約 0.07t/年、ガラスくず・陶磁器くずは約 0.6t/年、金属くずは約 1.4t/年、その

他の不燃物は約 0.1t/年、合計約 3.4t/年と予測する。 
また、供用時に公共施設から発生する産業廃棄物の発生量は、駅前街区では廃プラスチック

類が約 0.02t/年、粗大ごみが約 0.3t/年、合計約 0.3t/年、北街区では廃プラスチック類が約 0.9t/
年、粗大ごみが約 0.3t/年、合計約 1.2t/年、公共施設全体では廃プラスチック類が約 0.9t/年、

粗大ごみが約 0.6t/年、合計約 1.5t/年と予測する。 
処理・処分については、適切な規模の分別集積所を整備し、分別の徹底を図るとともに、再

資源化が可能な廃棄物は可能な限り再資源化業者に委託するように促す計画である。また、許

可を受けた産業廃棄物処理業者に委託することから、適正に収集、運搬、処分、再資源化が実

施されると予測する。 
以上のことから、資源の循環が図られるとともに計画地周辺地域の生活環境の保全に支障は

ないものと評価する。 

建
設
発
生
土 

本事業の実施に伴う建設発生土の発生量は約 220,500 ㎥と予測する。 
建設発生土の処理・処分については、計画地内での再利用が困難な場合には、他の建設工事

現場等で可能な限り再利用に努め、工事間での再利用ができないものについては「神奈川県土

砂の適正処理に関する条例」等に基づき、許可を得た処分地にて適正に処理されると予測する。 

工事の実施にあたっては、工事に伴う建設発生土については、搬出時に飛散・流出等が生じ

ないように、必要に応じて出入口でのタイヤ洗浄を行い、荷台にシートカバー等を使用する等

の環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、資源の循環が図られるとともに計画地周辺地域の生活環境の保全に支障は

ないものと評価する。 

緑 

緑
の
質 

主要な植栽予定樹種の環境適合性 

本事業における主要な植栽予定樹種は、樹木活力度調査結果が A（良好、正常なもの）及び

B（普通、正常に近いもの）に該当する種や、潜在自然植生の構成種、「川崎市緑化指針」の緑

化樹木に該当する種であること、壁面緑化に使用する樹種は、過去の壁面緑化植栽事例等を踏

まえ、環境適合性に配慮して選定していることから、計画地の環境特性に適合するものと予測

する。 
本事業の実施にあたっては、屋上緑化、壁面緑化、接道部緑化及び生け垣植栽を適切に配置

し、日常的に人々の目に触れる場所では、在来種の花木等で積極的な緑化を行うなどの環境保

全のための措置を講じる。 
以上のことから、緑の適切な回復育成が図られるものと評価する。 

植栽基盤の整備の適否及び必要な土壌量 

植栽土壌の調査結果によると、計画地の土壌は土壌硬度が高く、通気性・透水性が低いため、

根の生育不良や排水不良を引き起こす可能性があり、また、土壌中の養分が不足している可能

性があることから、新たに植栽を行う基盤としては不適である。しかしながら、地上部の植栽

部分は、いずれも建設工事の土工事に伴う掘削後の埋め戻しは行わず、全量、客土による埋め

戻しを計画している。よって、植栽基盤として適した土壌となるものと予測する。植栽基盤の

必要土壌量は、地上部については合計約 974 ㎥と予測する。屋上部については合計約 518 ㎥と

予測する。 
本事業の実施にあたっては、植栽地には適切な施肥を行うとともに、屋上緑化及び壁面緑化

については、かん水設備等を設けるなどの措置を施し、植栽の良好な維持管理を行うなどの環

境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、緑の適切な回復育成が図られるものと評価する。 

緑
の
量 

本事業における緑被率（計画地面積に占める緑被面積（緑化面積）の割合）は、計画地全体

で約 15.23％（約 3,432 ㎡）であり、目標値である計画地全体の「15.0％以上」を満足すると予

測する。また、街区ごとの緑化面積率（敷地面積に対する緑化面積の割合）は、駅前街区で約

23.26％（約 2,599 ㎡）、北街区で約 22.63％（約 833 ㎡）であり、参考とした敷地面積の「10％
以上」を満足すると予測する。緑化計画における植栽本数は、高木及び中木を低木に換算する

ことによって、緑の量的水準（標準植栽本数）を満足すると予測する。 
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表 8－1 (6) 環境影響評価の結果 

環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

緑 

緑
の
量

（
つ
づ
き
） 

本事業においては、緑の構成を考慮し、大景木・高木・中木・低木・地被類を適切に組み合

わせるとともに、屋上緑化、壁面緑化、接道部緑化及び生け垣植栽を配置し、一部の既存樹木

とともに多様な緑を創出するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、緑の現状を活かし、かつ、回復育成が図られるものと評価する。 

景 

観 

景 

観
、
圧
迫
感 

主要な景観構成要素の改変及び地域景観の特性の変化の程度 

計画地及び計画地周辺地域は、低層～高層集合住宅、業務施設、商業施設、運輸施設、鷺沼

橋、道路等が主要な景観構成要素となっている。また、地域景観の特性としては、計画地は北

西側に東急田園都市線の線路や鷺沼駅が接しており、北側に業務施設、東側に商業施設が存在

し、計画地周辺地域は、低層、中高層集合住宅や商業施設等が混在した市街地景観が形成され

ている。 
こうした地域景観の特性のもと、駅前街区 37 階、北街区 20 階建ての計画建物が新たに出現

するが、計画地周辺に分布している中高層集合住宅等と同様な景観構成要素が加わり、低層～

高層集合住宅、業務施設、商業施設、運輸施設、鷺沼橋、道路等といった主要な景観構成要素

の改変はなく、地域景観と一体となった市街地景観が形成されることから、地域景観の特性の

変化の程度は小さいと予測する。 
 本事業の実施にあたっては、計画地外周部などについて、可能な限り緑化地を確保し、接道

部緑化、生け垣緑化、大景木植栽等により、緑のある街並み景観の形成を図る。また、計画建

物の壁面の色は川崎市都市景観条例、川崎市景観計画等に示される色彩を採用して周辺と調和

した景観の形成を図るなど、環境保全のための措置を講ずる。 
 以上のことから、周辺環境と調和が保たれるものと評価する。 
代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度 

本事業の実施により、近景域からの眺望については、緑化地を設けることにより、周辺建物

と一体感を持った新たな市街地景観が形成されると予測する。 
中景域からの眺望については、計画建物が出現し、眺望の状況は変化するが、鷺沼駅前地区

を象徴するランドマークとなり、周辺建物と一体感を持った新たな市街地景観が形成されると

予測する。 
本事業の実施にあたっては、計画建物の壁面の色は川崎市都市景観条例、川崎市景観計画に

示される色彩等を採用して周辺と調和した景観の形成を図るなど、環境保全のための措置を講

ずる。 
以上のことから、周辺環境と調和が保たれるものと評価する。 

圧迫感の変化の程度 

圧迫感の変化の程度については、供用時の形態率は本事業の計画建物が出現することにより、

地点 A では変化量 8.9％、地点 B では変化量 20.1％、地点 C では変化量 2.8％、地点 D では変

化量 20.2％と全ての地点で増加と予測した。いずれも供用時の形態率は増加し、圧迫感を感じ

やすくなると予測する。 
本事業の実施にあたっては、可能な限り緑化地を確保し、圧迫感の低減を図るなど、環境保

全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺地域の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

構
造
物
の
影
響 

日
照
阻
害 

冬至日の計画建物の日影による影響を受ける既存建物は 353 棟あり、その内訳は、1 時間未

満 293 棟、1 時間以上～2 時間未満 40 棟、2 時間以上～3 時間未満 13 棟、3 時間以上～4 時間

未満 3 棟、4 時間以上～5 時間未満 0 棟、5 時間以上～6 時間未満 3 棟、6 時間以上～7 時間未

満 1 棟、7 時間以上～8 時間未満 0 棟、と予測する。 
冬至日の計画建物の日影による影響を受ける川崎市の日影規制日照阻害を特に配慮すべき施

設等の日影の程度は、まなびの森保育園鷺沼に 1 時間未満、フロンタウンさぎぬま、さぎ沼な

ごみ保育園、ピュアリー鷺沼保育園に 1 時間以上～2 時間未満、地域子育て支援センターペジ

ーブルに 2 時間以上～3 時間未満、鷺沼行政サービスコーナーに 3 時間以上～4 時間未満の影響

があると予測する。 
なお、関係法令に基づく日影規制の測定水平面における日影（冬至日の平均地盤面+4m）は、

北街区については、建築基準法第 56 条の 2 第 1 項ただし書きの規定に基づく許可を取得するこ

とを想定している。駅前街区については、「川崎市建築基準条例」に基づく日影規制の内容を満

足すると予測する。 
本事業の実施にあたっては、日影の影響に配慮して、駅前街区の計画建物は、日影の影響に

配慮して高層棟の東西幅をできるだけ抑えた形状とするなど環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺地域の住環境に著しい影響を与えることはないものと評価する。 
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表 8－1 (7) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

構
造
物
の
影
響 

テ
レ
ビ
受
信
障
害 

地上デジタル放送の遮へい障害は、東京スカイツリー局の遮へい障害は、計画地の南西方向

に、広域局が最大距離約 210m、最大幅約 70m の範囲、県域局が最大距離約 710m、最大幅約

140m の範囲と予測する。横浜局の県域局の遮へい障害は、計画地の北西方向に最大距離約

310m、最大幅約 90m の範囲と予測する。計画建物による反射障害は、予測計算の結果から生

じないと予測する。また、遮へい障害予測範囲内の建物棟数は、東京スカイツリー局の広域局

が 45 棟、県域局が 170 棟、横浜局が 23 棟である。遮へい障害予測範囲内の建物棟数のうち、

共同受信施設の設置建物及びケーブルテレビ加入者建物には遮へい障害は発生しない。よって、

遮へい障害の影響を受ける可能性があるアンテナ受信建物は、東京スカイツリー局の広域局が 6
棟、県域局が 14 棟、横浜局の県域局が 2 棟と予測する。 

衛星放送の遮へい障害は、計画地から北東方向に、BS・CS 放送（CS110）が最大距離約 95m、

最大幅約 75m の範囲、スカイパーフェク TV（JCSAT-3A）が最大距離約 60m、最大幅約 90m
の範囲、スカイパーフェク TV（JCSAT-4B）が最大距離約 70m、最大幅約 75m の範囲と予測

する。 
また、遮へい障害の影響を受ける可能性がある建物棟数は BS・CS 放送（CS110）が 5 棟、

スカイパーフェク TV（JCSAT-3A）が 4 棟、スカイパーフェク TV（JCSAT-4B）が 5 棟と予

測する。 
本事業の実施にあたっては、計画建物による遮へい障害に対しては、地上躯体工事の進捗に

あわせて、ケーブルテレビへの接続などの適切な障害対策を講ずるなどの環境保全のための措

置を講ずる。 
以上のことから、良好な受像画質が維持され、かつ、現状を悪化させることはないものと評

価する。 

風 

害 

計画地周辺の主な風向である北の風における風向及び風速の状況は、本事業の建設後及び対

策後には、市道久末鷺沼線、市道鷺沼 36 号線に沿って風が流れ、風向及び風速が変化している

が、その他の地域では概ね変化はないと予測する。 
建設前の風環境評価は、計画地周辺の No.30、62 の 2 地点はランク 2 であり、それ以外の地

点ではランク 1 であった。 
建設後の風環境評価は、計画地周辺の No.15、30、31、42、62 の 5 地点はランク 2（No.30、

62 は建設前もランク 2）であり、それ以外の点ではランク 1 であった。計画地内は、No.65、
74 の 2 地点はランク 3（ランク 1→3）であり、No.48、50、51、57、59、60、66、68、75 の

9 地点はランク 2（ランク 1→2）であった。また、建築敷地内は駅前街区 1 階の No.90、及び

北街区 4 階の No.95 の 2 地点がランク 2（ランク 1→2）であり、それ以外はランク 1 であった。 
対策後の風環境評価は、計画地周辺では対策により、No.15 はランク 2 からランク 1 へ改善

された。また、No. 30、31、42、62 の 4 地点はランク 2（No.30、62 は建設前もランク 2）の

ままであり、それ以外の地点はランク 1 であった。計画地内は対策により、ランク 3 の 2 地点

全てがランク 2 へ改善された。ランク 2 の 9 地点のうち、No.66 がランク 1 へ改善され、それ

以外の地点はランク 2 のままであった。それ以外の地点はランク 1 であった。また、建築敷地

内は駅前街区 1 階の No.90 はランク 2 のままであり、北街区 4 階の No.95 はランク 2 からラン

ク 1 へ改善された。それ以外の地点はランク 1 であった。防風対策により風環境の改善がみら

れる地点があると予測する。 
特に配慮すべき周辺の施設の風環境の影響については、No.b～i の周辺測定地点は建設前、建

設後、対策後の全てにおいてランク 1 であり、No.a の周辺測定地点である No.30 はランク 2
のままであるため、概ね変化はないと予測する。また、No.31 は建設前ランク 1 が建設後、対

策後はランク 2 となるが、住宅街の風環境評価尺度であるランク 2 であるため、影響は軽微で

あると予測する。 
本事業の実施にあたっては、防風対策の効果が継続的に維持されるよう、適切に防風植栽の

維持管理を行うなどの環境保全の措置を講ずる。 
以上のことから、総合的には計画地周辺地域の生活環境の保全に著しい支障はないものと評

価する。 



 331

表 8－1 (8) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

義務教育施設 

駅前街区の予測時期（令和 11 年度）には、鷺沼小学校においては、川崎市教育委員会「将来

推計数データ」による将来予測値児童数 987 人から 78 人増加し、児童数は 1,065 人、学級数は

34 学級となり、この学級数は、現有の普通教室数 30 教室に対して 4 教室分の対応が必要であ

ると予測する。 
なお、川崎市教育委員会「将来推計数データ」でも令和 11 年度の鷺沼小学校の学級数は 32

教室となり、本事業を行わない場合でも 2 教室分の対応が必要であると予測している。 
有馬中学校においては川崎市教育委員会「将来推計数データ」による将来予測値生徒数 923

人から 39 人増加し、生徒数は 962 人、学級数は 25 学級となり、現有の普通教室数は 27 教室

であるので、対応が必要ないと予測する。 
北街区の予測時期（令和 14 年度）には、土橋小学校においては、川崎市教育委員会「将来推

計数データ」による将来予測値児童数 923 人から 30 人増加し、児童数は 953 人、学級数は 29
学級となり、この学級数は、現有の普通教室数 29 教室であるので、対応が必要ないと予測す

る。 
宮前平中学校においては、川崎市教育委員会「将来推計数データ」による将来予測値生徒数

1,259 人から 15 人増加し、生徒数は 1,274 人、学級数は 34 学級となり、この学級数は、現有

の普通教室数 33 教室となり、この学級数は、現有の普通教室数 33 教室に対して 1 教室分の対

応が必要であると予測する。 
本事業の実施にあたっては、計画戸数、供用時期等の事業計画が確定次第、速やかに川崎市

に報告するとともに、入居世帯における、児童及び生徒数の増加に関連する状況について、入

居開始前までに川崎市に報告することにより、川崎市による事前の対応が図られると考える。 
以上のことから、本事業の実施に伴って発生する児童・生徒数の増加が、計画地周辺地域の

生活環境の保全に支障を及ぼすことはないものと評価する。 
集会施設及び公園等 

集会施設については、本事業においては、共用室を整備し（駅前街区に約 150 ㎡、北街区に

約 75 ㎡）、入居者による各種集会等に利用する計画であることから、本事業の実施に伴う人口

の増加が既存の集会施設に及ぼす影響は少ないと予測する。さらに、計画建物内に設ける共用

室について、入居者に対して各種集会等の積極的な利用を促す環境保全のための措置を講ず

る。 
公園については、計画地周辺地域には、計画地境界線から 500m 以内に、川崎市の管理する

近隣公園及び街区公園 16 ヶ所（面積合計 38,505 ㎡）が供用されており、供用時に入居者はこ

れらの公園を利用すると考えられる。また、本事業においては、駅前街区 3 階に誰でも利用で

きるデッキ広場を設置することから、本事業の実施に伴う人口の増加が、既存の公園に及ぼす

影響は少ないと予測する。 
以上のことから、本事業の実施に伴う人口の増加が、計画地周辺地域の生活環境の保全に支

障を及ぼすことはないものと評価する。 
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表 8－1 (9) 環境影響評価の結果 
環境影響 
評価項目 

環境影響評価の結果 

地
域
交
通 

交
通
安
全
、
交
通
混
雑 

工事用車両の走行 

工事中の歩行者の交通安全については、市道鷺沼 33 号線を除く工事用車両の走行ルートに

は、マウントアップとポール、横断防止柵及びガードレール等が整備されていることから、歩

行者等の安全は確保できると予測する。また、市道鷺沼 33 号線工事用車両出入口（駅前街区建

設工事 25～53 ヶ月目）には適宜交通整理員を配置することにより、歩行者等の安全は確保でき

ると予測する。 
工事用車両による交差点需要率は、0.174～0.668 となり、交通量の処理が可能の目安である

需要率 0.9 を下回ると予測する。No.3 及び No.6 においては、損失時間の影響を考慮した需要

率の限界値（No.3：0.734、No.6：0.591）についても下回ると予測する。また、工事用車両が

走行する各交差点の車線における混雑度（交通容量比）は、0.090～0.754 となり、工事用車両

が走行するすべての車線で交通量の処理が可能とされる目安である 1.0 を下回ると予測する。 
本事業の実施にあたっては、工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的

な運行により影響の低減を図るなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 

施設関連車両の走行 

供用時の歩行者の交通安全については、計画地西側の市道鷺沼 33 号線を除き、施設関連車両

の走行ルートにはマウントアップとポール、横断防止柵及びガードレール等が整備されている。

市道鷺沼 33 号線は縁石のみとなっているが、歩道状空地を整備する予定であることから、歩行

者の安全は確保できると予測する。 
施設関連車両の車両による交差点需要率は、平日が 0.195～0.674、休日が 0.191～0.753 とな

り、交通量の処理が可能の目安である需要率 0.9 を下回ると予測する。交差点 No.3 及び No.6
においては、損失時間の影響を考慮した需要率の限界値（平日及び休日ともに No.3：0.757、
No.6：0.591）についても下回ると予測する。また、施設関連車両が走行する各交差点の車線に

おける混雑度（交通容量比）は、平日が 0.077～0.886、休日が 0.057～0.943 となり、施設関連

車両が走行するすべての車線で交通量の処理が可能とされる目安である 1.0 を下回ると予測す

る。 
本事業の実施にあたっては、道路上で施設関連車両（搬出入車両）が待機しないよう、十分

な荷さばきスペースを確保する。また、出庫灯及びカーブミラー等の整備により、歩道等を利

用する歩行者等に自動車の出入りの注意喚起を行うなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 
歩行者の往来 

供用時の歩行者サービス水準については、すべての地点で平日、休日ともにサービス水準 A
（自由歩行）と予測する。 

本事業の実施にあたっては、計画地の外周には歩道状空地、地下 1 階には駅前街区と北街区

を結ぶ地下通路及び駅前街区 3 階と北街区 4 階をつなぐ街区間デッキを設け、安全で快適な歩

行者空間を整備するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、沿道の生活環境の保全に支障はないものと評価する。 
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第９章 事後調査計画 

 

１ 事後調査の目的 

事後調査は、事業者自らが工事中及び供用後の環境の状況等について調査を実施し、

予測・評価結果の検証を行うとともに、本事業の実施に伴い大きな影響が生じている場

合には、新たな環境保全のための措置を適切に講ずることにより、環境への影響の低減

を図り、適正な事業実施に資することを目的とする。 

 

２ 事後調査の項目 

事後調査を実施する項目は、環境に及ぼす影響の程度が大きい項目、予測の不確実性

が大きく、検証を要する項目などとされており、本事業においては、第 5 章「環境影響

評価」の結果を踏まえ、表 9.2－1 に示すとおりとする。 

 
表 9.2－1 事後調査の項目 

区 分  項  目  

工事中  騒音  

供用時  騒音、緑（緑の質）、風害  

 
 

３ 事後調査の内容 

（１）工事中 

ア 騒 音 

騒音に係る調査項目等は、表 9.3－1 に示すとおりである。 

工事用車両の走行に伴う騒音の影響については、第 5 章 3.1「騒音」に示すとお

り、沿道の生活環境の保全に著しい支障はないものと評価している。 

しかしながら、工事用車両の影響により、道路交通騒音レベルが環境基準を超え

ている地点があり、本事業により負荷を与えることから、予測評価結果について検

証することを目的に、事後調査を実施する。 

 
表 9.3－1 騒音に係る調査内容（工事中） 

調査項目  
工事用車両の走行に伴う騒音  
・道路交通騒音レベル（自動車交通量を含む）  

調査時期  資材搬出入車両台数が最大となる時期（昼間 19～21 ヶ月目）  

調査期間  平日 1 日（昼間 6：00～22：00）  

調査地点  
工事用車両の影響により、環境基準を上回る地点  
・昼間：2 地点（No.4、7）  

調査方法  
「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号）及び JIS Z 8731「環

境騒音の表示・測定方法」に定める測定方法に準拠して行う。  
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（２）供用時 

ア 騒 音 

騒音に係る調査項目等は、表 9.3－2 に示すとおりである。 

施設関連車両の走行に伴う騒音の影響については、第 5 章 3.1「騒音」に示すと

おり、沿道の生活環境の保全に著しい支障はないものと評価している。 

しかしながら、施設関連車両の影響により、道路交通騒音レベルが環境基準を超

えている地点があり、本事業により負荷を与えることから、予測評価結果について

検証することを目的に、事後調査を実施する。 

 
表 9.3－2 騒音に係る調査内容（供用時） 

調査項目  
施設関連車両の走行に伴う騒音  
・道路交通騒音レベル（自動車交通量を含む）  

調査時期  計画人口及び事業活動等が定常状態となる時期  

調査期間  
平日 1 日（6：00～翌 6：00）  
休日 1 日（6：00～翌 6：00）  

調査地点  
施設関連車両の影響により、環境基準を上回る地点  
・平日：2 地点（No.4、7）  
・休日：2 地点（No.4、7）  

調査方法  
「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号）及び JIS Z 8731「環

境騒音の表示・測定方法」に定める測定方法に準拠して行う。  
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イ 緑（緑の質） 

緑（緑の質）に係る調査項目等は、表 9.3－3 に示すとおりである。 

供用時における緑（緑の質）については、第 5 章 5.1「緑の質」に示すとおり、

緑の適切な回復育成が図られるものと評価している。 

しかしながら、緑の回復育成の予測結果は、植栽後の天候や気象条件、事業に伴

い創出される新たな生育環境の状況による予測の不確実性が大きく、種々の環境保

全のための措置が効果的に機能しているかを把握することを目的に、事後調査を実

施する。 

 
表 9.3－3 緑に係る調査内容（供用時） 

調査項目  
植栽樹木の環境適合性  
・樹木活力度  
・植栽樹木の管理状況  

調査時期  供用開始 3 年目の夏季～秋季  

調査期間  1 回（北街区竣工後）  

調査地点  計画地  

調査方法  
「造園施工管理－技術編 25 版」（社団法人日本公園緑地協会）に準拠し、植栽樹木の生育状

況を把握するとともに、植栽樹木の管理状況を把握する。 

 
ウ 風 害 

風害に係る調査項目等は、表 9.3－4 に示すとおりである。 

供用時における計画地及びその周辺地域の風環境は、第 5 章 7.3「風害」に示す

とおり、計画地周辺地域の生活環境の保全に著しい影響を及ぼすことはないものと

評価している。 

しかしながら、計画地近傍では風向及び風速の変化が考えられ、天候や気象条件

の違いにより不確実性を伴うことから、供用時における風向・風速を把握するとと

もに、その結果、風環境に著しい影響が生じた場合には影響の低減を図り、適正な

事業実施に資することを目的に、事後調査を実施する。 

 
表 9.3－4 風害に係る調査内容（供用時） 

調査項目  
風環境の変化  
・風向及び風速  

調査時期  計画建築物の建設が完了し、かつ、防風対策として植栽が完了した時期  

調査期間  1 回（1 年間連続）  

調査地点  
防風対策により風環境が改善されると予測された（建設前ランク 1→建設後ランク 3→対

策後ランク 2）代表 2 地点  
（駅前街区：No.65、74 付近、）  

調査方法  
「地上気象観測指針」（2002 年 7 月、気象庁編集 気象業務支援センター）に定める方

法に準拠して行う。  
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４ 事後調査報告書の提出時期 

（１）工事中 

工事中に実施する事後調査（騒音）については、調査が終了したのち速やかにまと

め、川崎市長に提出する。 

 
（２）供用時 

供用時に実施する事後調査のうち騒音ついては、調査が終了する概ね北街区供用開

始半年後に速やかにまとめ、川崎市長に提出する。 

風害については、調査が終了する概ね北街区供用開始 1 年後に速やかにまとめ、川

崎市長に提出する。 

緑については、北街区供用開始 3 年目に実施する調査が終了したのち、速やかにま

とめ、川崎市長に提出する。 
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第 10 章 関係地域の範囲 
 

関係地域の範囲については、環境影響評価の結果を踏まえて、対象事業の実施によ

って環境への影響が及ぶ可能性のある、以下に示す範囲を包含する地域とした。 

 
・建設機械の稼働に伴い大気質、騒音及び振動の影響を受ける可能性がある、計画

地敷地境界から 100m の範囲 

・計画建物に係る風の状況の影響を受ける可能性がある、計画地敷地境界から建物

高さの約 2 倍（約 292m）の範囲 

・工事用車両及び施設関連車両の走行に伴い大気質、騒音及び振動の影響を受ける

可能性がある、最寄りの幹線道路に至るまでの工事用車両及び施設関連車両ルー

ト（調査地点を含む）沿道 50m の範囲 

・計画建物に係る日影の影響を受ける、日照阻害影響範囲 

・計画建物に係るテレビ受信障害の影響を受ける可能性がある、テレビ受信障害影

響範囲 

 
関係地域の範囲は、図 10－1 に、当該地域を管轄する市区の名称並びにその町丁名

は、表 10－1 に示すとおりである。 

 
表 10－1 関係地域の範囲 

 

 

市区名 町   丁   名 

川崎市宮前区 

鷺沼一丁目 

上記町丁の全部 

鷺沼二丁目～四丁目、土橋二丁目～四丁目、小台一丁目、小台二丁目、有馬

一丁目、有馬四丁目、有馬八丁目、犬蔵二丁目、宮前平一丁目 

上記町丁の一部 

横浜市青葉区 新石川四丁目の一部 
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図 10‐1 関係地域図（計画地周辺地域） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 章 その他 
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第 11 章 その他 

 

１ 指定開発行為の実施に必要な主な許認可等の種類 

指定開発行為の実施に必要な主な許認可等の種類は、表 11－1 に示すとおりである。 

 
表 11－1 必要な主な許認可等 

根拠法令  許認可等の種類  

都市計画法第 58 条の 2 建築等の届出  

建築基準法第 6 条  建築物の建築等に関する申請及び確認  

景観法第 16 条  建築物の建築等の届出  

大規模小売店舗立地法第 5 条第 1 項  大規模小売店舗の新設の届出  

都市再開発法第 11 条第 1 項  市街地再開発事業  

 

２ 条例準備書の作成者及び業務受託者の名称及び住所 

（１）条例準備書の作成者 

名 称：鷺沼駅前地区再開発準備組合 

代表者：理事長 梶 稔 

住 所：東京都渋谷区桜丘町 31 番 2 号 東急桜丘町ビル 

 
（２）業務受託者 

名 称：株式会社東急設計コンサルタント 

代表者：取締役社長 大野 浩司 

住 所：東京都目黒区中目黒三丁目 1 番 33 号 

 

３ 事業内容等に関する問合せ窓口 

名 称：鷺沼駅前地区再開発準備組合 

住 所：東京都渋谷区桜丘町 31 番 2 号 東急桜丘町ビル 

電 話：03－6222－8570（担当：辻本・鈴木・北條・小野） 
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４ 参考とした資料の目録 

 

（１）「川崎市総合計画」平成 28 年 3 月、川崎市 

（２）「川崎都市計画都市再開発の方針」平成 29 年 3 月、川崎市 

（３）「川崎市都市計画マスタープラン全体構想」平成 29 年 3 月、川崎市 

（４）「川崎市総合計画 第 3 期実施計画」令和 4 年 3 月、川崎市 

（５）「川崎都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」平成 29 年 3 月、川崎市 

（６）「川崎市都市計画マスタープラン宮前区構想」令和 2 年 12 月、川崎市 

（７）「鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針」平成 31 年 3 月、川崎市 

（８）「川崎市緑の基本計画」平成 30 年 3 月改正、川崎市 

（９）「川崎市緑化指針」令和 4 年 2 月改正、川崎市 

（１０）「宮前平・鷺沼駅周辺地区緑化推進重点地区計画」平成 23 年 3 月策定 

（１１）「川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」平成 11 年 12 月、川崎市 

（１２）「雨水流出抑制施設技術指針」平成 29 年 10 月、川崎市 

（１３）「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例」令和 3 年 3 月改正、川崎市 

（１４）「石綿含有廃棄物等処理マニュアル」令和 3 年 3 月、環境省環境再生・資源循環

局  

（１５）「地域環境管理計画」令和 3 年 3 月改定、川崎市 

（１６）「大気環境情報 大気環境測定データダウンロード」令和 3 年 4 月～令和 4 年 3

月、川崎市 

（１７）「川崎市環境地質図」昭和 56 年 3 月、川崎市 

（１８）「ガイドマップかわさき 地質図集」令和 4 年 4 月、川崎市 

（１９）「川崎市地震被害想定調査報告書」平成 25 年 3 月、川崎市 

（２０）「ガイドマップかわさき 浸水実績図」平成 23 年度～令和 2 年度、川崎市 

（２１）「湧水地について」令和 3 年 7 月、川崎市ホームページ 

（２２）「川崎市水環境保全計画」平成 24 年 10 月、川崎市 

（２３）「デジタル標高地形図【川崎市】」平成 31 年度、国土地理院 

（２４）「町丁別世帯数・人口」 令和 4 年 3 月、川崎市 

（２５）「川崎市の経済 －平成 28 年経済センサス－活動調査結果（確報）－」平成 31

年 2 月、川崎市 

（２６）「ガイドマップかわさき 用途地域等」令和 4 年 7 月、川崎市 

（２７）「川崎市都市計画図（宮前区）」平成 29 年 3 月、川崎市 

（２８）「土地利用現況図（宮前区）平成 27 年度 川崎市都市計画基礎調査」平成 28 年

3 月、川崎市 

（２９）「平成 11 年度、17 年度 全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）一般交通量

調査報告書」川崎市建設局 

（３０）「平成 22 年度、27 年度一般交通量調査 調査結果」川崎市ホームページ 

（３１）「川崎市統計書令和 3 年（2021 年）版 交通・運輸及び通信」令和 4 年 3 月、川

崎市ホームページ 

（３２）「みやまえガイドマップ」令和 4 年 2 月、宮前区役所 

（３３）「市バス 路線図」令和 4 年 7 月、川崎市交通局ホームページ 

（３４）「バス路線図」令和 4 年 7 月、東急バスホームページ 

（３５）「ガイドマップかわさき 市立小中学校通学区域図」令和 4 年 4 月、川崎市ホー

ムページ 
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（３６）「宮前区 町内会・自治会エリアマップ」令和 3 年 2 月、宮前区ホームページ 

（３７）「病院・診療所名簿」令和 4 年 6 月 1 日、川崎市 

（３８）「川崎の公園」令和 3 年 3 月、川崎市ホームページ 

（３９）「川崎市公園・緑地等位置図 令和 4 年度版」令和 4 年 3 月現在、川崎市 

（４０）「かわさきの文化財 市内文化財案内（指定文化財紹介）」令和 4 年 7 月、川崎

市教育委員会ホームページ 

（４１）「ガイドマップかわさき その他の土地規制（埋蔵文化財）」令和 4 年 4 月 7 日

川崎市ホームページ 

（４２）「令和 3 年度 環境局事業概要－公害編－令和 2 年度の取組 よりよい環境をめ

ざして」令和 4 年 2 月、川崎市 

（４３）「令和 3 年度大気環境及び水環境の状況等について」令和 4 年 7 月、川崎市 

（４４）「ガイドマップかわさき 公共水準点情報」令和 4 年 3 月、川崎市ホームページ 

（４５）「水質年報 令和元年度」令和 3 年 2 月、川崎市 

（４６）「自動車騒音に係る環境基準適合状況調査結果 令和 2 年度環境基準適合状況調

査結果」令和 4 年 7 月、川崎市ホームページ 

（４７）「自動車交通騒音・道路交通振動に係る要請限度の適合状況調査結果 令和 2 年

度要請限度の適合状況」令和 4 年 7 月、川崎市ホームページ 

（４８）「地盤情報 市内の標高 宮前区経年成果（平成 23 年度以降）」 令和 4 年 7 月、

川崎市ホームページ 

（４９）「川崎市環境影響評価等技術指針」令和 3 年 3 月改訂、川崎市 

（５０）「開発事業地球温暖化対策計画書作成マニュアル」平成 22 年 3 月 

（５１）「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）」令和 4 年 5

月 24 日改正、環境省 

（５２）「熱供給事業便覧（令和３年度版）」令和 3 年 2 月 

（５３）「二酸化窒素に係る環境基準について」昭和 53 年、環境庁告示第 38 号 

（５４）「地上気象観測指針」平成 14 年 7 月、気象庁 

（５５）「川崎市環境基本条例」令和 3 年 3 月改正、川崎市 

（５６）「川崎市大気データ」令和 4 年 3 月、川崎市 

（５７）「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年、環境庁告示第 25 号） 

（５８）「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」平成 25 年 3 月、国土交通省 国

土技術政策総合研究所、独立行政法人 土木研究所 

（５９）「土木技術資料第 42 巻第 1 号」平成 12 年 1 月、建設省土木研究所 

（６０）「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」平成 12 年 12 月、公害研究対策セン

ター 

（６１）「国土技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出

係数の算定根拠（平成 22 年度版）」平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策

総合研究所 

（６２）パーソントリップ調査、平成 30 年 3 月、国土交通省 

（６３）「令和 2 年度版区政概要」令和 2 年 6 月、川崎市 

（６４）「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改訂版」平成 26 年 6 月、国土交通省 都

市局 都市計画課 

（６５）「ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル」昭和 61 年 6 月、社団法人 全国都

市清掃会議 
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（６６）「騒音に係る環境基準について」平成 10 年、環境庁告示第 64 号 

（６７）「騒音の目安（都心・近郊用）」平成 21 年、全国環境研協議会騒音調査小委員会 

（６８）「川崎市告示第 92 号」昭和 61 年 3 月、川崎市 

（６９）「建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック 第 3 版」平成 13 年 2 月、一般社団

法人 日本建設機械施工協会 

（７０）「建設工事騒音の予測モデル “ASJ CN-Model 2007”」平成 20 年、日本音響学

会誌 64 巻 4 号 

（７１）「振動規制法施行規則」昭和 51 年、総理府令第 58 号 

（７２）「振動の大きさの目安」令和 4 年 7 月、川崎市ホームページ 

（７３）「道路環境整備マニュアル」平成元年 1 月、日本道路協会 

（７４）「建設作業振動対策マニュアル」平成 6 年 4 月、一般社団法人 日本建設機械施

工協会 

（７５）「建設工事に伴う騒音・振動の分析結果」平成 22 年度 東京都土木技術支援・人

材育成センター年報 

（７６）「資源物とごみの分け方・出し方（地域別収集日一覧以外）」令和 4 年 7 月閲覧、

川崎市 

（７７）「事業系ごみ（一般廃棄物）適正処理のために」平成 29 年 4 月 

（７８）「廃棄物保管施設設置事前評価・協議書記入要領」川崎市環境局 令和 4 年 7 月

閲覧 

（７９）「令和元年度 環境局事業概要－廃棄物編－」令和 3 年 9 月、川崎市「令和元年

度 環境局事業概要－廃棄物編－」令和 3 年 9 月、川崎市 

（８０）「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」平成 19 年 2 月、

経済産業省告示 16 号 

（８１）「事業系一般廃棄物性状調査（その 8） 平成 5 年度」平成 6 年 12 月、東京都

清掃研究所研究報告、杉山ほか 

（８２）「平成 11 年度排出源等ごみ性状調査」東京都環境科学研究所年報」（平成 12 年、

及川ほか 

（８３）「令和 3 年度 環境局事業概要 －廃棄物辺－ （令和 3 年 9 月、川崎市） 

（８４）「川崎市産業廃棄物処理指導計画（令和 4(2022)年度～令和 7(2025)年度）」、令

和 4 年 3 月、川崎市 

（８５）「建築系混合廃棄物の原単位調査報告書」平成 24 年 11 月、(社)日本建設業連合

会環境委員会副産物専門部会 

（８６）「平成 30 年度建設副産物実態調査結果」令和 2 年 1 月、国土交通省 

（８７）「造園施工管理－技術編改訂 25 版」平成 17 年 5 月、（社）日本公園緑地協会 

（８９）「造園施工管理－技術編 初版」昭和 50 年 10 月 20 日、（社）日本公園緑地協会 

（９０）「神奈川県の潜在自然植生」1976 年、神奈川県教育委員会 

（９１）「川崎市および周辺の植生―環境保全と環境保全林創造に対する植生学的研究

―」1981 年、横浜植生学会 

（９２）「土地条件図」平成 22～23 年度調査、国土地理院ホームページ 

（９３）「緑化事業における植栽基盤マニュアル」2000 年、(社)日本造園学会 緑化環境

工学研究委員会（日本造園学会誌 ランドスケープ研究 63(3)） 

（９４）「公園・歩行者専用道路等設計要領（案）」昭和 59 年、住宅・都市整備公団 

（９５）「新体系土木工学 59 土木景観計画」1982 年、技法堂出版 

（９６）「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）（改訂版）」平成 30
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年 6 月、（社）日本 CATV 技術協会 

（９７）「建造物障害予測の手引き」平成 17 年 3 月、（社）日本 CATV 技術協会 

（９８）「建築物荷重指針・同解説 2004 版」平成 16 年 9 月、日本建築学会 

（９９）「風環境の風洞実験、日本風工学会誌 第 34 巻第 1 号」平成 21 年 1 月、中村修 

（１００）「義江龍一郎ほかによる式（義江龍一郎ほか：日最大瞬間風速の超過確率に基

づく風環境評価に用いるガストファクターの提案）」平成 26 年 4 月、日本風

工学会論文集, 139, pp.29-39 

（１０１）「年刊 教育調査統計資料 No.49 令和 3(2021)年度」令和 4 年 3 月、川崎市教

育委員会 

（１０２）「令和 4 年度市立学校統計調査 速報」令和 4 年 5 月、川崎市教育委員会 

（１０３）「宮前区 町内会・自治会ガイドブック」令和 4 年 7 月閲覧 

（１０４）「令和 4 年度市立学校統計調査 速報」（令和 4 年 5 月、川崎市教育委員会） 

（１０５）「鷺沼町会数」令和 4 年 7 月閲覧、鷺沼町会ホームページ 

（１０６）「小台町内会」令和 4 年 7 月閲覧、小台町会ホームページ 

（１０７）「川崎市の統計情報」令和 4 年 7 月、川崎市ホームページ 

（１０８）「土木技術資料（第 42 巻第 1 号）」平成 12 年 1 月、財団法人土木研究センター  

（１０９）「土壌調査ハンドブック改訂版」2000 年 9 月、日本ペドロジー学会編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・空中写真は、川崎市の承認を得て同市発行の空中写真を使用したものである。 
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